
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

離島 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

令和7年4月1日

令和14年3月31日

11月22日

令和7年11月20日（変更申請）

隠岐の島町（全部過疎、離島）

隠岐の島町

242.82K㎡

13,424人

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 7年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

隠岐の島町循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

構成市町村等（作成者）名



（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

島根県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町村の意見等を踏まえな
がら【島根県ごみ処理広域化・集約化計画】を策定している。その中で、当該地域は４町村から構成され
る隠岐ブロックとして位置付けられており、ブロックごとに設置される協議会において、広域化・集約化
に関する情報の共有や意見交換を行っている。
隠岐ブロックの４町村はそれぞれ１島１町村であり、広域化・集約化にあたっては必ず海上輸送が発生す
ることから、輸送費用等が課題となり、現時点では広域化・集約化は困難な状況である。

島根県ごみ処理広域化・集約化計画

隠岐の島町（全部過疎地域であるため）

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合



ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

災害廃棄物（片付けごみ、災害がれき等）は、分別排出の上、主に仮置場での
選別を経て、資源化可能なものについては品目ごとに再生利用し、破砕や焼却
といった中間処理を行い、最終処分する。仮置場については、あらかじめリス
トアップされた候補地から災害状況に合せ適切な候補地に設置する。

隠岐の島町災害廃棄物処理計画

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）



２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和５年度 令和14年度 現状比

13,424 11,313 -15.7%

943 934 -1.0%

5,006 4,177 -16.6%

963 951 -1.2%

　その他排出量（トン） 0 0 0

　⑤総排出量（トン） 5,949 5,111 -14.1%

1,214 1,234 1.6%

　再生利用量 561 512 -8.7%

9% 10%

　最終処分量 1,063 827 -22.2%

18% 16%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。



予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容



（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和５年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

5,949 t
リサイクル率

9.4%

処理残さ量

1,333 t
排出量 計画処理 22.4%

5,949 t
100.0% 減量化量

4,325 t
自家処理量 72.7% 最終処分量

1,063 t
17.9%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和14年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

5,141 t
リサイクル率

10.0%

処理残さ量

1,018 t
排出量 計画処理 19.9%

5,111 t
100.0% 減量化量

3,802 t
自家処理量 74.4% 最終処分量

0 t 827 t
16.2%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

291 t

4.9%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

561 t
9.4%

95.1%

0.0%

13.0%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

30 t

0 t

直接資源化量

5,111 t
536 t

9.4%

10.5%

0.0%

94.3%
4,820 t

512 t

291 t

5.7%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

482 t0 t

0 t

0 t 561 t

5,949 t
5,658 t 772 t



（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和５年度 令和14年度 現状比

943 934 -1.0%

5,006 4,177 -16.6%

0 0 0

5,949 5,111 -14.1%

561 512 -8.7%

9% 10%

1,063 827 -22.2%

18% 16%

目標
隠岐の島町

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量



（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

事業系ごみは、今後とも生活系ごみの分別区分に準じ、処理、処分を行う。
また、事業活動から排出されたごみの適正処理や減量化の意識啓発を図り、排出抑制対策を要請してい
く。

上記（１）の処理体制で処理を行うため、表３の通り必要な施設整備、表４の通り計画支援事業等を行
う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
本町は自己搬入ごみが非常に多く、本来リサイクルされる段ボール等の古紙がごみとして排出されている
状況あった。この状況を鑑みて自己搬入料金の改定や排出ルールの柔軟化、ダンボール拠点回収設備の設
置による収集方法の多様化や収集頻度の変更等リサイクルに取り組みやすい仕組みづくりを行った。今後
は、更なるリサイクル率向上を目指し、資源化ポイント制度や拠点回収品目の追加など、より効果的な方
法を検討する。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

あわせ産廃について、事業活動により排出されるもので一般廃棄物と併せて処理できる産業廃棄物で次の
もののうち町長が許可するもので自ら処分場へ搬入するもの
①工作物除去に伴って生じた木くず
②工作物除去に伴って生じた不燃性破片その他これに類するもの
以上、２点について受入れをおこなっている。
また、離島という特殊な条件下であるため、町内の産業廃棄物中間処理施設（焼却）より排出される燃え
殻の受入れを行っている。
これらについては、今後も継続し受け入れを行う。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 



表２　隠岐の島町の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

島後清掃セ
ンター

可燃ごみ
焼
却

島後清掃セ
ンター

（焼却灰）
隠岐の島町
最終処分場

不燃ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

不燃ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

資源ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

資源ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

粗大ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

粗大ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

その他ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

その他ごみ
破
砕

選
別

圧
縮

島後リサイ
クルセン
ター

現　　　状（　５年度） 今　　　後（１４年度）

隠岐の島町
分別区分 処理方法

処理施設等



表３－Ｆ　適正な最終処分のための整備事業

事業番号 1

施設名称
隠岐の島町最終処分

場

事業主体 隠岐の島町

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

現行施設の埋立容量
がひっ迫しているた
め、中間処理後の残
る残渣を安全に処分
するために整備を行
う

埋立て場所 山面

型式及び処理方式
セル＆サンドイッチ

方式

処分場総面積 58000㎡

処分場埋立面積 10000㎡

処分場埋立容積 70000㎥

事業期間 R14～R34

竣工（事業完了）予定年月 R14.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
隠岐の島町今津

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

埋立期間 20年

埋立開始（予定）年月 R14.4

埋立終了（予定）年月 R35.3

跡地利用計画 未定

備考



表３－Ｇ　適正な漂流・漂着ごみ処理のための整備事業

事業番号 2

施設名称
漂流・漂着ごみ破砕

施設

事業主体 隠岐の島町

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

漂着ごみは軽量で体
積が大きいため、必
要容量が廃棄物全体
の約33％を占めてお
り、処分場の容量を
圧迫している。破砕
による減容化によ
り、最終処分場の長
寿命化と環境保全の
両立を図る。

型式及び処理方式
回転式破砕機（設置

型）

建築面積 180㎡

事業期間 R9

竣工（事業完了）予定年月 R10.3

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
隠岐の島町今津

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

稼働開始（予定）年月 R10.4

備考



表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ②

関連する本体事業の番
号

1 2

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 隠岐の島町 隠岐の島町

事業目的
最終処分場整備工事

のため

漂流・漂着ごみ破砕
施設整備工事のため

事業概要

最終処分場整備基本
計画・基本設計・生
活環境影響調査、最
終処分場実施設計・
浸出液処理施設発注
仕様書作成、地形・
用地測量及び地質調
査、搬入道路実施設
計

漂流・漂着ごみ破砕
施設地形測量・地質
調査、外構設計、建
築設計

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

プラ要件の経過措置 － －

プラ施設整備事業 － －

備考 実施年度R7,R8,R9 実施年度R8



表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設
不燃物・資源化施

設
最終処分場

施設名 島後清掃センター
リサイクルセン

ター
島後一般廃棄物最

終処分場

施設所有主体 隠岐の島町 隠岐の島町 隠岐の島町

型式及び処理方式 ストーカ式 破砕・選別
セル＆サンドイッ

チ方式

処理能力（単位） 25ｔ/8ｈ 2.7ｔ/日 80,000㎥

エネルギー回収の有無 有 無 無

竣工年月 H5.4 H13.10 H13.10

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 H14.3

施設所在地 隠岐の島町岬町 隠岐の島町今津 隠岐の島町今津

想定される浸水深 浸水深0m 浸水深0m 浸水深0m

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

1

備考



（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　生ごみの減量化を推進するため、排出する際の水切りや、計画的な食品の購入を促すことで、賞味期限
内に使い切るように働きかけるとともに料理の分量を工夫し、残さず食事するよう、食品ロスの低減を図
る。また、生ごみの堆肥化による自家処理も有効な施策であるため、今後、検討する。令和６年度から家
庭用生ごみ処理機導入補助金事業を行っており、補助金事業の推進と合わせて段ボールコンポスト等の利
用についても周知を行い、生ごみの減量化及び資源化を促進していく。
　ごみの再資源化を推進するため、排出者（町民、事業者）に対して、資源ごみの分別徹底の啓発等によ
り、分別促進を図る。令和５年度より、拠点回収設備の設置、資源ごみ袋の統一等、排出者がリサイクル
に取り組みやすい仕組みづくりを行った。今後は、更なるリサイクル率向上を目指し、より効果的な方法
を検討していく。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

　行政と消費者（町民、事業者）が一体となって、再生品の積極的な使用、使い捨て品（ワンウェイ容器
等）の使用抑制に取り組む。
　スーパー、商店等において、発泡トレイや飲料用容器等の店頭回収を促進させるとともに、町民に対し
ても店頭回収に協力するよう呼びかけを行う。

　隠岐の島町では、生活系ごみは指定袋、粗大ごみはシールにより有料収集、自己搬入ごみも有料として
いる。
　令和５年度より、ごみ券・資源ごみ専用袋を廃止し、「可燃ごみ」「不燃ごみ」「資源ごみ」を指定袋
で、「粗大ごみ」はシールで出すようになった。これにより、分別収集の徹底を図る。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

火災事故等を未然に防止するため、リチウム蓄電池については収集を行っておらず、家電量販店の店頭回
収か島後リサイクルセンターへの自己搬入により対応している。適正処理に向けた検討を、引き続き実施
する。



　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

事業系ごみは排出される事業所が責任を持って適正処理することになっているため、事業活動から排出さ
れたごみの適正処理や減量化の意識啓発を図り、排出抑制対策を要請していく。

近年、全国各地で地震･大雨等の被害によって、多量、多種にわたる災害廃棄物が発生している。災害が
発生した場合においては、迅速かつ的確に発生した廃棄物を処理することが必要であるため、災害発生時
の対応について、総合的な計画である災害廃棄物処理計画を令和３年３月に策定した。今後は、災害が起
こった場合、災害廃棄物処理計画等を基に、具体的な処理方法等を定める災害廃棄物処理実行計画を作成
する。

　　キ　海岸漂着廃棄物の処理に関する事項

隠岐の島町では、大半の海岸漂着ごみを最終処分場に埋立処分しており、海岸漂着ごみが最終処分場の残
余容量のひっ迫の要因の一つとなっている。今後もこれまで同様に海岸漂着ごみを埋立処分することは、
最終処分場の短命化につながり、施設 設費等による将来的な町の財政にも影響を及ぼすこととなるた
め、海岸漂着ごみの破砕による減容化等の検討を実施する。



（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　毎年、計画の進捗状況を把握し、必要に応じて、島根県及び国と意見交換を行いつつ、計画の進捗状況
を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめた時点で、速やかに計画の事後評価、
目標達成状況の評価を行う。
　評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映し、計画の進捗状況や社会経済情勢の
変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。



総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計
令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

令和
13年度

4,380,000 4,380,000 0 0 0 0 380,000 2,000,000 2,000,000

1 隠岐の島町 70000 ㎥ R9 R13 R9 R13 4,380,000 4,380,000 380,000 2,000,000 2,000,000

519,000 519,000 0 0 519,000 0 0 0 0

2 隠岐の島町 5 ｔ/日 R9 R9 R9 R9 519,000 519,000 519,000

356,601 356,601 142,373 171,284 42,944 0 0 0 0

① 隠岐の島町 R7 R9 334,901 334,901 142,373 149,584 42,944

② 隠岐の島町 R8 R8 21,700 21,700 21,700

5,255,601 5,255,601 142,373 171,284 561,944 0 380,000 2,000,000 2,000,000合     　　計

適正な最終処分のための整備事業

隠岐の島町最終処分場

計画支援事業等

事業番号1のための計画支援

漂流・漂着ごみ破砕施設

適正な漂流・漂着ごみ処理のための整備事業

事業番号2のための計画支援

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別 交付対象事業費（千円）
備　　考

施　設　名　称　等

事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間



一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

①総人口（人） 13,881 13,732 13,611 13,424 12,949 12,689 12,494 12,299 12,104 11,909 11,713 11,513 11,313

②事業系ごみ排出量
（トン）

1,574 1,805 1,321 943 941 939 937 935 934 934 934 934 934

③生活系ごみ排出量
（トン）

5,779 5,490 5,676 5,006 4,821 4,716 4,636 4,556 4,476 4,397 4,324 4,251 4,177

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

1,089 1,043 1,086 963 959 960 958 956 952 953 953 953 951

その他排出量
（トン）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤総排出量
（トン）

7,353 7,295 6,997 5,949 5,762 5,655 5,573 5,491 5,410 5,331 5,258 5,185 5,111

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

1,447 1,455 1,408 1,214 1,216 1,221 1,222 1,223 1,221 1,226 1,230 1,234 1,234

⑦総資源化量
（トン）

429 414 438 561 543 533 526 518 540 533 526 519 512

⑧埋立最終処分量
（トン）

2,099 1,667 1,571 1,063 894 884 874 866 857 849 842 834 827

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

246 261 283 289 278 272 267 263 259 254 249 246 241

年間日数
（日）

366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366

指標・単位

過去の状況・現状 予測

13,881 13,732 13,611 13,424 
12,949 12,689 12,494 12,299 12,104 11,909 11,713 11,513 11,313 
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過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

5,779 5,490 5,676 
5,006 4,821 4,716 4,636 4,556 4,476 4,397 4,324 4,251 4,177 

1,574 1,805 1,321 

943 941 939 937 935 934 934 934 934 934 
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6,997 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

429 414 438 
561 543 533 526 518 540 533 526 519 512 

2,099 

1,667 
1,571 

1,063 

894 884 874 866 857 849 842 834 827 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）

1,089 
1,043 

1,086 

963 959 960 958 956 952 953 953 953 951 

1,447 1,455 
1,408 

1,214 1,216 1,221 1,222 1,223 1,221 1,226 1,230 1,234 1,234 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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対象地域図
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位置図

島後清掃ｾﾝﾀｰ

ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

島後一般廃棄物
　最終処分場

 次期一般廃棄物
最終処分場予定地

 漂流・漂着ごみ
破砕施設予定地


